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厚生労働省行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

「新しいチーム医療などにおける医療・介護従事者の適切な役割分担についての研究」 

分担研究報告書（令和元年度） 

 

医師事務作業補助者の業務拡大と医療安全推進を両立する 

院内体制構築の支援に関する検討 

 

研究協力者 瀬戸 僚馬（東京医療保健大学 准教授） 

 

研究要旨 

 第 6 回医師の働き方改革を進めるためのタスク・シフト/シェアの推進に関する検討会で

は、医師事務作業補助者が「現行制度上実施可能な業務」として「診察前の予診」や「検査

等医学的行為に関する説明、各種書類の説明・同意書の受領」等を行うことを推進すると

言及された。他方、医師事務作業補助者は、診療報酬上、医師事務作業補助加算の施設基

準に定められた 32 時間の講義による研修だけでは、業務拡大に対し、不安に感じる声が挙

がっていることも事実である。 

 このため、業務拡大と医療安全推進を両立するための院内体制構築の支援を目的に、当

該業務に関する円滑な体制づくりの方法について、関係学会等（一般社団法人日本医療秘

書学会、特定非営利活動法人日本医師事務作業補助研究会）の協力を得て検討を行った。

その結果、業務手順等を通じて院内体制を構築するとともに、その手順通りに運用されて

いるか院内で自己点検を行うことが必要であり、そのため自己点検基準を構築することが

必要と考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

 働き方改革の中で、医師事務作業補助者に

対する期待は非常に高まっている。その一方、

医師事務作業補助者の基礎教育に該当する

ものは、診療報酬上、医師事務作業補助加算

の施設基準に定められた 6 ヶ月間の On the 

job training(OJT)と、そこに含まれる 32 時

間の Off the job training(Off-JT)となっ

ている。そのため期待が高まる一方であるこ

とに対し、病院管理者および医師事務作業補

助者の不安も根強い。また、医師事務作業補

助者は、保健師助産師看護師法に基づく「診

療の補助」ではなく、あくまで事務作業の範

疇で業務を行うことが前提である。このため、

業務の拡大においては、これらの不安を軽減

するとともに、法令で認められた業務範囲の

十分な浸透を図るなど、十分な院内体制を構

築する必要がある。 

 そのような中、第 6回医師の働き方改革を

進めるためのタスク・シフト/シェアの推進

に関する検討会（以下、第 6 回 TS/S 検討会

という）においては、医師事務作業補助者が

「現行制度上実施可能な業務」であり、かつ

「特に推進するもの」として、「診察前の予

診（医師が診察をする前に、診察する医師以

外の者が予備的に患者の病歴や症状などを

聞いておく＜定型の予診票等を用いて機械

的に事実を聞く＞）」、「検査等医学的行為



7-2 

に関する説明、各種書類の説明・同意書の受

領（日常的に行われる検査において、所定の

文書に基づく 検査の機械的・定型的な説明

や動画を閲覧してもらうことを説明に変え、

患者または家族から検査同意書に 署名をも

らい、同意書を受領する）」、および「入院

オリエンテーションなど医学的行為ではな

い事項の説明及び同意書の受領（患者又は家

族が医師に医学的な入院に関する説明を受

けた後、療養上の規則等入院時の案内をオリ

エンテーションし、入院誓約書等の同意書に

患者又は家族から署名をもらい、受領する）」

の 3点が掲げられた。 

 本研究の目的は、これらの業務の安全かつ

円滑な実施を促進する観点から、院内体制構

築の支援策について検討を行うことである。 

 

Ｂ．研究方法 

 医師事務作業補助者の活用等について研

究活動を行っている専門団体（法人格を有す

るもの）が共同で議論をする場において、医

師事務作業補助者を活用する立場にある有

識者に、これらの業務拡大の動向を踏まえた

課題及びその対策等の意見表明を依頼し、課

題共有等を行った（一次ヒアリング）。一次

ヒアリングの対象としたのは、医師事務作業

補助者の業務と関係が深い医療情報部門管

理者(医師)、クリニカルパス委員長(医師)、

副院長(看護師)、病院長(医師)とした。 

 その上で、各有識者に追加的に二次ヒアリ

ングを行い、これらの課題を解決するための

支援策等について洗い出しを行った。 

 なお、一次ヒアリングの場としては、一般

財団法人日本医療秘書学会（会長：岩崎榮・

日本医科大学名誉教授）が主催する日本医療

秘書学会第 17 回学術大会（協賛：特定非営

利活動法人日本医師事務作業補助研究会、同

代表者：矢口智子・金沢脳神経外科病院診療

支援部長）におけるパネルディスカッション

「医療秘書の役割拡大と医療安全」を活用し

た。 

 

Ｃ．研究結果 

一次ヒアリング及び二次ヒアリングの要

旨は、次の通りである。 

１．医療情報部門管理者（聖路加国際大学 

CIO・聖路加国際大学 情報システムセンター 

センター長・ヘルニアセンター長 嶋田元氏） 

医療安全は境界で脅かされる。とくに専門

と専門の境界、部署と部署の境界、情報シス

テムと情報システムの境界、シフトとシフト

の境界、チームメンバー間の境界などでリス

クが生じる。 

従って、医師事務作業補助者の活用におい

ては、記録の充実などで医療安全を強化する

取り組みが必要となる。とくに、引継記録、

タイムアウト、サインアウト、退院時要約な

どの記録を、医師事務作業補助者の活用によ

ってどのように充実させるべきか検討する

ことが重要だ。 

 また、安全を担保するためには、現場での

つなぎ目をコーディネートする機能も欠か

せない。迅速、正確、適切な情報が伝達され

ているか監査業務を通じて確認していくこ

とが不可欠と考える。 

医師事務作業補助者は、従来の医療従事者

とは違って患者の目線という古くて新しい

視点があるため、その視点が今後特に重要に

なるのではないか。 

 

２．クリニカルパス委員長（さいたま赤十字

病院クリニカルパス委員長・形成外科部長 

大内 邦枝氏） 

 医師事務作業補助者の特徴として、研修期

間の短さ（医師 6年、薬剤師 6 年、看護師 3

～4年、准看護師 2 年）及び明確な資格がな
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いことが挙げられる。よって、どのように院

内の立場を確立させ、医療知識が少ない状態

で、安全に仕事を行うのか、多職種の業務を

調整する立場にあるクリニカルパス委員長

としては問題意識を持っている。 

 医師事務作業補助者がパスに関わる意義

として、代行入力を確実に行うことで、医師

のオーダー忘れなどを防ぐことや、看護師の

代行入力を減らすことを当初考えていた。し

かし、現在では勤務時間内のオーダー発生に

より関係各所に適正な時間にオーダーが飛

ぶこともきわめて大きいと考えている。医師

事務作業補助者の存在で、医師だけではなく

病院全体の負担が軽減し、安全性が高められ

ることを評価したい。 

 当初は、医師事務作業補助者がパス適用を

代行することで安全性が損なわれたり、ミス

が発生するのではとの懸念もあったため、安

全に業務が行われているか評価することに

した。その結果、緊急処方数の低減など明ら

かな効果がみられている。 

その一方で、業務過多となっても直接医師

に断りにくい、医師から医師事務作業補助者

への指示は口頭が多い、医師から看護師を経

由して医師事務作業補助者に伝達するなど

伝言ゲームで伝えられるものも多い、他の部

署で起きたインシデントを知らせてもらえ

ないなど、課題も多いと感じている。 

業務内容を組織で管理する仕組みや、その

仕組みを監査する仕組みを構築することが

非常に重要である。 

 

３．副院長（東京都済生会中央病院副院長兼

看護部長 樋口 幸子 氏） 

1970 年頃の役割分担は、医師、看護師、薬

剤師など限られた職種で行うものだった。現

在は医療職の種類も多いし、医師事務作業補

助者や看護補助者もいる。 

この２つの補助者は、診療報酬の施設基準

において細かい業務まで定められていない

のは共通している。ただ、看護補助者につい

ては、日本看護協会が策定している指針等が

充実している。例えば、院内の規則や取り決

めに従うこと、業務の実施に関しては看護師

の指示に従うこと、実施する業務の手順が不

明確な場合には業務マニュアル等を参照す

るとともに業務内容の詳細や実施手順を看

護師に確認したうえで実施すること、業務遂

行後は、業務を指示した看護師やチーム   

リーダー等に報告を行うなど、委細にわたっ

ている。こうした指針を策定していくことが

必要ではないかと考える。その中で、業務を

指示する看護師に指示した業務内容やその

判断についての責任があることを明記し、    

「医療機関における業務基準に照らし、患者

の病態・全身状態と看護補助者の能力・経験

などを踏まえ、この看護補助者にこの業務を

依頼して良いかの判断を行う。」との指針を

示していることは重要だ。 

 医師事務作業補助者についても、誤認・誤

入力ができない仕組みの有無、その責任の範

囲についての明文化の有無、医師事務作業補

助者が患者の状況を判断しない仕組みの有

無、確認の徹底（ダブルチェック、指さし確

認など）が仕組みとして存在することも重要

だ。また、一般社団法人日本看護学校協議会

共済会が運営する「医師事務作業補助者向け

補償制度」などを案内していくことも必要で

はないか。 

 

４．病院長（金沢脳神経外科病院長・特定非

営利活動法人日本医師事務作業補助研究会

顧問 佐藤 秀次 氏） 

医師事務作業補助者が行う予診は、医師が

行う情報収集の一部を代行してもらう位置

づけである。代行によって得られた情報は予
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備知識としての位置づけであり、その情報だ

けで医師が判断することはないので、医療安

全上の問題はそう大きくないと考えている。

外科系の診療科では比較的行いやすいと考

えるが、神経内科や精神科のように問診自体

が診療の多くを占める診療科では、医師自ら

行いたいと考える場合も多いのではないか。

一元化する必要はないので、行いやすい診療

科から着手したらよいと考える。 

他方、役割分担は病院全体としての方針に

沿って行うことが重要である。診療科ごとに

考え方も異なる中で、安全かつ効率的に診療

を行っていくには、病院としての方針を明確

にすることも重要である。 

 医師事務作業補助者が行う検査等の説明

や同意書の取得も、医師事務作業補助者が

行って問題ない業務と考える。検査等の説

明や同意書の取得は、それぞれの病院の業

務プロセスの中で、最も効率的な職種／部

署が担うことが適切と考える。その意味

で、医師事務作業補助者が担うことは、自

然な選択肢の一つと考える。これには病院

全体として業務を見渡す必要があるし、病

院としての方針を明確にして誰が担うべき

かと決めていくことが重要である。なお、

医師事務作業補助体制加算の施設基準で

は、加算対象の医師事務作業補助業務とし

て、治験に関する事務作業は含まれないこ

とになっている。 

もっとも外来診療等の一環として治験薬

等を使用し、その説明同意文書を交付するよ

うな場面は想定されるので、こうした業務も

事務職員へのタスクシフトが必要ではない

かと考える。 

ちなみに医師事務作業補助者がこれらの

業務に関わるのは、説明文書の作成担当者と

しての位置づけである。説明責任を担う者と

して位置付けることは妥当ではなく、これは

医師等の医療従事者が担うべきである。よっ

て、説明文書に同席者として署名するような

立ち位置で業務を行うのは、望ましくない。 

 

Ｄ．考察 

 

１．診察前の予診 

診察前の予診（医師が診察をする前に、診

察する医師以外の者が予備的に患者の病歴

や症状などを聞いておく）は、第 6 回 TS/S

検討会において、「現行制度上実施可能な業

務」であり、かつ「特に推進するもの」と位

置付けられた業務である。 

ちなみに病歴聴取は、医師臨床研修指導ガ

イドラインにおいては「医療面接」の一部と

位置付けられ、その行為が診療行為の一部に

位置付けられている。また、平成元年度厚生

科学研究「医療行為及び医療関係職種に関す

る法医学的研究」報告書において、「問診」

は「行為そのものは必ずしも人体に危害を与

える虞があるとはいえないが、診療の一環と

して行われ、結果を利用する等により結果と

して人体に危害を及ぼすある医行為」とされ

ており、病歴聴取も全体をみれば「問診」の

一部であることもまた明らかである。 

 この病歴聴取にあっては、診察の円滑化等

の観点から定型の問診票等を用いることが

一般的であり、この問診票等を用いて機械的

に事実を聞く行為が一般的に「予診」と解さ

れている。診療報酬制度で定められた医師事

務作業補助者の業務には「診療記録への代行

入力」が含まれるが、患者自らが記載した予

診票等の内容を代行入力したり、その代行入

力を行う目的で予診票等の内容について患

者に確認・質問等のコミュニケーションを図

ることは、この代行入力を行う上で必要な一

連の業務である。なお、予診は、いわゆるフ

ィジカル・アセスメントのような医学的判断
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を伴うものを対象としたものでないことは

言うまでもない。 

 ヒアリングにおいては、こうした予診行為

が医師の負担軽減に資するばかりでなく、診

療記録を充実させ、医療安全の推進に資する

面も指摘されていた。その一方で、病院内で

業務手順等を統一しなければリスクが高ま

ること、その手順通りに業務が行われている

か点検すること等の必要性が指摘されてい

た。医師事務作業補助者の予診を推進するた

めには、各病院が、このような体制づくりを

行いやすいように支援することが有効であ

る。 

２．患者への説明及び同意書の取得 

医学的行為及び医学的行為でない事項に

関して、説明、各種書類の説明・同意書の受

領を行うことについても、第 6 回 TS/S 検討

会において、「現行制度上実施可能な業務」

であり、かつ「特に推進するもの」と位置付

けられた業務である。 

検査、入院その他医師がその実施を判断す

る事項について、その判断を行う医師に説明

の責任があることは、改めて議論する余地の

ない事項である。医療法第 1 条の 4 第 2 項で

は「医療の担い手は、医療を提供するに当た

り、適切な説明を行う」努力義務を課してい

るが、これはインフォームド・コンセントの

理念を、医師を含めたあらゆる職種が尊重す

べきことを定めたものと解される。よって同

項が医師以外の職種に対し、医師に課せられ

た説明の責任を分担させる趣旨でないこと

は明らかである。 

他方、日常的に行われる検査その他の医学

的行為や、医学的行為でない事項に関して、

所定の文書に基づく検査の機械的・定型的な

説明（動画を閲覧してもらうこと等も含む）

を行うこと、患者または家族から検査同意書

に署名をもらい、同意書を受領することは、

文書の作成に必要な事務的なプロセスに過

ぎない。診療報酬制度で定められた医師事務

作業補助者の業務には「診断書などの文書作

成補助」があるが、この事務的なプロセスも、

文書作成に必要なものである。また、クリニ

カルパスを用いる場合、当該パスに記載され

た個々の医療行為の説明及び同意書の取得

についても同様である。 

なお、こうした「説明・同意書の取得」を

タスク・シフト/シェアしたとしても、あく

まで医師が説明の当事者であることには変

わりない。従って、既存の文書や動画等には

明示されておらず、機械的・定型的な説明で

は足りない事項については、医師や、「診療

の補助」の一環として看護師等による説明が

必要である。また、医師事務作業補助者は、

文書作成補助の一環として機械的・定型的な

説明を行っているに過ぎないことから、当該

説明に係る文書を作成する場合は、その文書

に主たる説明者であると誤解を招くような

記名をしないよう留意する必要がある。 

こうした説明や同意書の取得は、外来診療

に同席するなど一連の業務の中で行われる

ものである。なお、医師事務作業補助体制

加算に関する疑義解釈では、医師事務作業

補助業務に「治験に関する事務作業」は含

まれないこととされている。外来診療等に

同席する際に、治験薬等を使用し、これに

関する説明文書の作成や同意書の取得など

の事務作業を、医師事務作業補助体制加算

の対象とならない事務職員が代行する場面

も想定される。ただし、あくまで当該事務

職員の立ち位置は文書の作成を代行する範

囲に過ぎないことから、医薬品の臨床試験

の実施の基準に関する省令第 52 条第 2項に

おける「説明文書を読むことができない被

験者となるべき者の立会人」の役割を担え

ないことは自明である。 



7-6 

 ヒアリングにおいても、こうした業務を行

わせることには肯定的な意見が多かった。一

方で、医師から求められれば自らの業務範囲

を超えても断りにくい等の懸念もあった。よ

って、医師事務作業補助者が行う説明行為に

ついて、院内で業務範囲を明確に規定するこ

とに加えて、その規定が適正に運用されてい

るか自己点検等を行う体制づくりが必要で

ある。 

 

３．医師事務作業補助者が行う業務に関する

組織的な自己点検の必要性 

本調査の結果、第 6 回 TS/S 検討会におい

て、「現行制度上実施可能な業務」であり、

かつ「特に推進するもの」と位置付けられた

業務である「診察前の予診」及び「説明・同

意書の取得」については、関係学会等の有識

者からは前向きな受け止めである一方、共通

する意見として適正に業務を行うための院

内体制づくりと、その体制通りに運用してい

ることを確認する自己点検の必要性が指摘

されていた。この点は、医療情報部門管理者、

クリニカルパス委員長、副院長(兼看護部長)、

病院長のいずれの立場でも同認識であった。 

 このような体制づくりにおいて、特に留意

すべき点は次の通りである。 

【診察前の予診等】 

① 医師事務作業補助者の予診等は、予診

票等に基づき、機械的に聞ける範囲で

行うこと。 

② 医師事務作業補助者による予診等の

対象とする予診票等について、院内の

業務手順等で予め明確にすること。 

③ 予診等を行わせる医師事務作業補助

者については、その能力や経験等を勘

案して、組織的に指定を行うこと。 

④ 医師事務作業補助者が代行入力した

予診に係る診療記録及びこれに関連

する予診等の適切性について、組織的

に自己点検を行うこと。 

【説明及び同意書の取得】 

① 医師事務作業補助者の説明及び同意

書の取得は、予め作成された説明同意

文書等(動画等を含む)に基づき、定型

的・機械的に説明できる範囲で行うこ

と。 

② 医師事務作業補助者による説明及び

同意書の取得の対象とする説明同意

文書等について、院内の業務手順等で

予め明確にすること。 

③ 説明及び同意書の取得を行わせる医

師事務作業補助者については、その能

力や経験等を勘案して、組織的に指定

を行うこと。 

④ 医師事務作業補助者が作成した同意

説明文書及びこれに関連する説明等

の適切性について、組織的に自己点検

を行うこと。 

 なお、これらの留意事項に係る業務手順等

については、病院によって医師事務作業補助

者の管理経験等にもばらつきがみられるこ

とから、関係学会等において素案等を作成し、

これをもとに各病院の実態に合わせた業務

手順等を作成することが望まれる。 

 

Ｅ．結論 

第 6 回医師の働き方改革を進めるための

タスク・シフト/シェアの推進に関する検討

会において、医師事務作業補助者が「現行制

度上実施可能な業務」であり、「特に推進す

るもの」された「診察前の予診」や「検査等

医学的行為に関する説明、各種書類の説明・

同意書の受領」について、関係学会等として

も推進したいと考えていた。 

そのためにも、業務手順等を通じて院内体

制を構築するとともに、その手順通りに運用

されているか院内で自己点検を行うことが

必要であり、その自己点検基準を構築するこ

とが必要であることが明らかになった。 

 

Ｆ.健康危険情報 

なし 
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Ｇ．研究発表 

論文発表 

瀬戸僚馬：医師事務作業補助者の業務拡大

と医療安全推進を両立する院内体制構築の

支援に関する検討,Medical Secretary; 

2020 17(2): in press 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

特許取得 

なし 

 

実用新案登録 

なし 

 

その他 

 なし


